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令和６年度（２０２４年度）熊本県における 

事務の的確・適正な執行の確保に関する評価報告書 

 

 熊本県知事 木村 敬は、地方自治法第１５０条第４項の規定による評価を

行い、同項に規定する報告書を次のとおり作成しました。 

 

１ 制度の整備及び運用に関する事項  

  熊本県知事 木村 敬は、熊本県における事務の的確・適正な執行の確保

に関する整備及び運用に責任を有しており、熊本県においては、「地方公共団

体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（平成３１年３月総務省

公表。以下「ガイドライン」という。）に基づき、「熊本県における事務の的確・

適正な執行の確保に関する方針」（令和元年１２月２７日制定）を策定し、当

該方針に基づき事務の的確・適正な執行の確保に関する制度（以下「制度」と

いう。）の整備及び運用を行っております。  

  なお、本制度は、制度の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機

能することで、その目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。

このため、制度の目的の達成を阻害する全てのリスクを防止し、または当該

リスクの顕在化を適時に発見することができない可能性があります。 

 

２ 評価手続  

  熊本県においては、令和６年度（２０２４年度）を評価対象期間とし、令和

７年（２０２５年）３月３１日を評価基準日として、ガイドラインの「Ⅳ 内

部統制評価報告書の作成」に基づき、制度の評価を実施しました。 

  

３ 評価結果  

上記評価手続のとおり、ガイドラインに規定する評価作業を実施した限り、

評価対象期間中の運用上の重大な不備を把握したため、熊本県における制度

は評価対象期間において有効に運用されていないと判断しました。 

 

４ 不備の是正に関する事項  

  当該運用上の重大な不備の概要及び是正状況は別表のとおりです。 

再発防止を徹底するとともに、引き続き的確・適正な事務の執行に取り組ん

で参ります。 

 

 

令和７年（２０２５年）７月１７日 

 

 

熊本県知事 木村 敬    
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別表 
評価対象期間中に把握した重大な不備 

№ 分類 概要 是正状況 備考 

 
１ 

 
□整備 
 
■運用 

【個人情報の漏えい】 

・メール又は書類の誤送等によ

る個人情報が流出する事案を

対象年度中に 16 件把握。 

・個人情報の流出という特性上

において、事後の対処が極めて

困難であることから、県民に対

し、大きな経済的・社会的不利

益を生じさせたものである。 

 

・個人情報等を含む情報の

発送及び管理において、各

所属のチェック体制の強化を

実施。 

・複数の職員による発送時の

確認や情報管理の方法をル

ール化するなどの漏えい対

策の徹底について、令和 6

年 10 月に改めて全庁に通

知。 

・令和 5 年度から全職員向

けに個人情報保護研修を必

修化し、令和 6 年度からは

新任班長向けに研修を開

始。 

・また、令和 7 年度から全職

員向けに情報セキュリティ研

修を必修化し、メールの適切

な取扱いについて徹底するな

ど、繰り返し全庁的な職員の

意識向上を図る。 

・さらに、メール・郵送による

漏えい対策として、メール送

信前に内容の再確認を促す

表示機能及び公用封筒への

注意喚起表記の導入につい

て、準備中。 

 

 
２ 

 
□整備 
 
■運用 

【不適切な事務処理】 

・熊本県旅行助成事業「くまもと

再発見の旅」を実施するにあた

り、管理監督職として求められる

職責を果たさず、助成要件やそ

の周知状況について検証せず

に旅行業者が不適切受給を行

ったと断定するとともに、その対

応を行う中で、正確性を欠く報

告書の作成や報告、伝達を行っ

たことにより、県政に対する県民

の信頼を大きく失墜させた。 

 

・令和 5 年 10 月に設置した

調査委員会からの提言を踏

まえ、令和 6 年 4 月に業務

の的確・適正な執行に関する

全庁通知を発出し、同年 6

月に熊本県職員行動規範を

改定。また、同月、当該事業

の所管部において部内研修

を実施するなど、職員の意識

向上を図っている。 

・加えて、令和 6 年 10 月に

知事による会見での謝罪及

びホームページへの謝罪文

の掲載を実施。 

 

 

- 2 -



 

 監査第７２号  

令和７年（２０２５年）９月１日  

 

熊本県知事 木 村 敬 様 

 

                                熊本県監査委員 小 原 雅 之 

                                同              竹 中    潮 

                                同             松 村 秀 逸 

                                同              吉 田 孝 平 

 

   令和６年度（２０２４年度）熊本県における事務の的確・適正な執行の 

確保に関する評価報告書に係る審査意見書の提出について 

 熊本県監査基準に準拠し、地方自治法第１５０条第５項の規定により、令和７年

（２０２５年）７月２９日付け人第１７９号で審査に付された同条第４項に規定す

る令和６年度（２０２４年度）熊本県における事務の的確・適正な執行の確保に関

する評価報告書に係る審査の結果については、別添のとおりです。 
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令和６年度（2024年度） 

 

熊本県における事務の的確・適正な 

執行の確保に関する評価報告書に 

係る審査意見書 

 

 

 

 

 

             熊本県監査委員 
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令和６年度（２０２４年度）熊本県における 

事務の的確・適正な執行の確保に関する評価報告書に係る審査意見 

 
 

 「熊本県監査基準」に準拠し、地方自治法第１５０条第５項の規定により、同

条第４項に規定する報告書の審査を行ったので、次のとおり意見を付する。 

 

                  令和７年（２０２５年）９月１日 

 

                   熊本県監査委員 小 原  雅 之 

                   同       竹 中    潮 

                   同       松 村  秀 逸 

                   同       吉 田  孝 平 

 

１ 審査の対象 
「令和６年度（２０２４年度）熊本県における事務の的確・適正な執行の確保

に関する評価報告書」 

   

２ 審査の着眼点 
監査委員による令和６年度（２０２４年度）熊本県における事務の的確・適正

な執行の確保に関する評価報告書（以下「評価報告書」という。）の審査は、熊

本県知事が作成した評価報告書について、熊本県知事による評価手続に沿って適

切に実施されたか、事務の的確・適正な執行の確保に関する制度（以下「制度」

という。）の不備について重大な不備に当たるかどうかの判断が適切に行われて

いるか、といった観点から検討を行い審査するものである。 

  

３ 審査の実施内容 
評価報告書について、熊本県知事及び評価部局から報告を受け、「熊本県監査

基準」に準拠し、「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライ

ン」（平成３１年３月総務省公表）の「Ⅴ 監査委員による内部統制評価報告書

の審査」に基づき、必要に応じて関係部局に説明を求めたうえで、審査を行った。

また、監査において得られた知見を利用した。 

 

４ 審査の結果 
評価報告書について、上記のとおり審査した限りにおいて、評価手続の一部に

不適切な事項があり、評価手続に係る記載は一部相当ではないが、当該事項を除

いた範囲においては、評価結果に係る記載は相当であると考えられる。 

（指摘事項） 

監査において確認したところ、これまでと同様、職員への制度の周知不足を原

因とするリスク発生報告書の提出漏れが一部の所属で発生していることが確認

されたが、いずれも重大な不備には該当しないことを確認した。 
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「適正な事務処理の確保」や「個人情報保護」、更には令和７年度に必修化さ

れた「情報セキュリティ」に関する研修等を通じて、個人情報の重要性について

の職員の認識をより一層高めるとともに、業務委託先も含め、個人情報を取り扱

う事務のチェック体制、情報漏えいの防止策を強化・徹底していただきたい。 

また今後とも、本制度による日常的モニタリングが有効に機能し、評価手続き

が適正に行われ、リスク発生防止のための一層効果的な仕組となるよう引き続き

取り組んでいただきたい。 
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